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Ⅳ　おわりに-IFRS3(R)にみられる問題点
Ⅰ　はじめに一本稿の目的
2008年,国際会計基準審議会(IASB : Intemational Accounting Standards Board)
より,国際財務報告基準(IFRS ･. International Financial Reporting Standard)第3号
｢企業結合｣ (IFRS3)の改訂基準IFRS3(R)が公表された｡ IASBでは,会計基
準の国際的コンバージェンスに向けて米国財務会計基準審議会(FASB:Finan-
cial Accoun血g Standards Board)との共同プロジェクトが行われているところで
あり,本改訂基準は,当該プロジェクトの一環として行われた企業結合に係る
プロジェクトの第2フェーズの成果として公表されたものである｡
IFRS3(R)における暖簾の会計処理方法を巡っては, 100%未満取得の企業
結合の場合に,支配持分(親会社持分)のみならず非支配持分(少数株主持分)
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をも含む全部暖簾が認識される可能性があること,さらにその認識が買入暖簾
との選択適用であることが,議論の対象とされることが多い1｡一方で,伝統
的に負債として認識されてきたいわゆる負の暖簾については,議論の対象とさ
れることは比較的少ないように思われる｡
伝統的に負の暖簾は,企業結合が行われる際に,取得企業による取得の対価
が被取得企業の識別可能純資産の公正価値(取得企業の持分2)を下回った場合
にその差額として生じるとされてきた(本稿では,この差額を貸方差額という)｡
当該貸方差額の発生原因としては,資産および負債などの測定誤差または誤
諺,企業結合後に行われることが予想される組織変更や再構築から生じる将来
の費用や損失,情報の非対称性や強制的な売買から生じるバーゲンパーチェス
およびマイナスのシナジーが考えられる｡しかし, IFRS3(R)やその改訂前基
準であるIFRS3では,当該貸方差額の発生原因がバーゲンパーチェスである
ことを明示し,その会計処理として,負の暖簾(負債)としてではなくバーゲ
ンパーチェス利得として認識することと規定している｡
IFRS3(R)のもとでは, 100%未満取得の企業結合の場合に,買入暖簾と全
部暖簾という2種類の異なる暖簾が選択適用されるわけであるが,それは反対
に,企業結合がバーゲンパーチェスであった場合には2種類の貸方差額,つま
り2種類の異なるバーゲンパーチェス利得が選択適用されるということを意味
している｡さらに, IFRS3(R)の規定に従うと,企業結合がバーゲンパーチェ
スであった場合には,このような2種類の利得が認識されるのみならず,暖簾
まで認識される可能性がある3｡
そこで,本稿では, 100%未満取得の企業結合がバーゲンパーチェスであっ
た場合に生じる貸方差額と暖簾について, IFRS3, IFRS3を改訂するための公
開草案であるIFRS3(R)ED, IFRS3(R)ED公表後の審議資料(2007),および
IFRS3(R)をとりあげることにより, IFRS3からIFRS3(R)に至るまでの議論
の変遷を辿り,当該貸方差額と暖簾に係る会計処理方法に3つの類型があるこ
とを明らかにし,それらの問題点を検討してみることにしたい｡
なお,そもそも当該貸方差額がバーゲンパーチェスのみから生じるものであ
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るか否かという点については議論の余地があるが,本稿では,企業結合がバー
ゲンパーチェスであり,貸方差額の発生が当該バーゲンパーチェスのみに起因
すると仮定して,議論を進めていく｡また,バーゲンパーチェス利得は,未実
現の利得であるため,当該利得を即時に利得として認識することについては疑
問が残るが,この点については本稿では検討しない4｡
Ⅰ　企業結合におけるバーゲンパーチェスに係る会計処理方法の
変遷とその類型化-IFRS3からIFRS3(R)に至るまで
本章ではまず,企業結合がバーゲンパーチェスであった場合に発生する貸方
差額と暖簾に係る会計処理について,改訂前基準であるIFRS3, IFRS3を改訂
するために2005年に公表された公開草案であるIFRS3(R)ED,および改訂基
準であるIFRS3(R)における規定,ならびにIFRS3(R)EDからIFRS3(R)に至
るまでにとりあげられた議論として,審議資料(2007)で提示された3つの代
替案を整理していく｡これらにみられる会計処理は,基本的には3つの類型に
分類される｡
本章ではまた,企業結合がバーゲンパーチェスであった場合に認識される貸
方差額と暖簾の測定方法について,資産や負債などの測定数値に誤差や誤謬な
ど,バーゲンパーチェス以外の発生原因がなかったと仮定して,簡単な数式に
置き換えて整理していく(本稿で示す数式はすべて,この仮定にもとづくものであ
る)｡なお,本稿における数式は,企業結合がバーゲンパーチェスであった場
合に認識される貸方差額と暖簾をより明確にし,それらの比較整理をより容易
にするためのものであり,証明などを行うような類のものではない｡
その整理を行うにあたり,以下のような企業結合の構成要素を用いる｡
■企業結合の構成要素
純資産公正価値NAl:諸資産の公正価値(企業全体)一諸負債の公正価値(企業
全体)
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純資産公正価値(支配持分) NA;i :諸資産の公正価値(支配持分) -諸負債の公
正価値(支配持分)
純資産公正価値(非支配持分) NAfnCZ :諸資産の公正価値(非支配持分) -諸負
債の公正価値(非支配持分)
NAT - NAjl + NAfnCi
企業全体の公正価値VF : (株主価値としての)企業全体の公正価値
企業全体の公正価値(支配持分) VfCl : (株主価値としての)企業全体の公正価
値(支配持分)
企業全体の公正価値(非支配持分) VfnCt : (株主価値としての)企業全体の公正
価値(非支配持分)
Vl -　VfCl +　VfnCt
取得の対価:C
暖簾(企業全体) G : VT -NAT
暖簾(支配持分) Gel:VfCl - NA;i
暖簾(非支配持分) GncL': VfnCL NAfnCI
G　-　Gcl +　Gncl
貸方差額:CE (貸方差額の測定方法により, 2種類のCEが考えられうる
(cEl, CE2)｡これら2種類のCEについては,本章で明らかにしていく)
1. IFRS3 ･ IFRS3(R)ED ･ IFRS3(R)における会計処理方法
①IFRS3
IFRS3では,取得企業による取得の対価が被取得企業の識別可能純資産(取
得企業の持分)の公正価値を下回った場合に生じた貸方差額について,まず,
資産や負債などの測定数値に誤差や誤謬がないかどうかを見直し,そのような
誤差や誤謬があれば修正し,そのような修正後もなお貸方差額があった場合,
それを利得として認識することと規定されていた(par.56)｡
IFRS3の規定によると,貸方差額は数式1と数式2のように測定され,刺
得として認識される｡企業結合が1000/o取得であった場合, NAf- NAjiとな
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るため, 100%未満取得の企業結合であるか否かは,当該差額の測定に影響を
及ぼすことはない｡
匪亘∃　企業結合が100%取得であった場合
CEl-NAf- C-NAj'- C
匪童画　企業結合が1000/o未満取得であった場合
CEl -NAj'- C
② IFRS 3(R)ED
IFRS3(R)EDでは,取得企業による取得の対価が被取得企業の識別可能純
資産(取得企業の持分)の公正価値を下回った場合,まず,資産や負債などの測
定誤差や誤謬を見直し,間違いがあればそれらを修正し,その後,当該企業結
合がバーゲンパーチェスでなかったならば生じていたであろう暖簾の測定数値
を暫定的に測定したうえで当該暖簾をゼロまで減額し,その後に残った超過額
を利得として認識することが提案されていた(pars.59-61)｡ここで,暫定的に
測定される暖簾は被取得企業全体の公正価値が被取得企業の識別可能純資産の
公正価値を上回った差額として認識されるとされていた(par.49)｡
なお,企業結合が100%未満取得であった場合,一旦非支配持分の暖簾をも
含めた企業全体のすべての暖簾(全部暖簾)を測定したうえで,当該暖簾を非
支配持分と支配持分とに比例配分し,その後,被取得企業全体の公正価値(支
配持分)から暖簾(支配持分)と取得の対価を控除した差額を支配持分帰属の利
得として認識する方法が提示されていた(pars.A64-A70)｡ここで,暖簾(支配
持分)はゼロまで減額されるので認識されない｡また,非支配持分帰属の利得
や暖簾も認識されない｡
IFRS3(R)EDの提案によると,貸方差額は数式3および数式4のように測
定され,利得として認識される｡企業結合が100%未満取得であった場合の測
定方法は一見複雑そうにみえるが,その結果は企業結合が100%取得であった
場合の数式3と異ならず,また, IFRS3における数式1および数式2とも異
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ならない｡そのため,一見するとIFRS3(R)EDでは当該貸方差額についてと
くに新しい撞案がなされていなかったようにもみえる｡しかし, IFRS3(R)ED
において示された測定方法では,その過程において暫定的ではあったとしても
暖簾の測定が示されており,その点において従来の会計処理を大きく変えうる
可能性が示されていた提案であったように思われる｡バーゲンパーチェス時に
生じる暖簾については,実際にIFRS3(R)EDからIFRS3(R)に至る議論のな
かで,その認識にまで言及されることとなる｡
匪亘3]企業結合が100%取得であった場合
G- Vf-NAl
CEl-Vl-G-C- (Vl-G) -C-NAT-C-NAj書-C
匪亘司　企業結合が1000/o未満取得であった場合
G-Vl-NAf
Gci - G x支配持分の比率5
CEl-Vji-Gci-C- (vji-Gci) -C-NAji-C
③ IFRS 3(R)
IFRS3(R)では,以下の(b)が(a)を超過する場合には,まず, IFRS3や
IFRS3(R)EDと同様,誤差などがないかを確認し,それらを修正した後なお
残余が残っていた場合,その残余を利得とする(当該残余は,支配持分帰属とな
る)と規定されている(pars. 34-36)｡ここで, (a)における被取得企業の金額
(非支配持分)は,公正価値6または非支配持分に帰属する被取得企業の識別可
能純資産(公正価値)の比例持分のいずれかで測定される(par, 19)｡ IFRS3(R)
では, IFRS3やIFRS3(良)EDと異なり, (a)のように企業結合の構成要素が
示され,それが暖簾や貸方差額の測定に用いられている点に特徴がある｡
(a)以下の合計額(*公正価値は,支配獲得日の公正価値である｡)
･取得企業による支払対価の公正価値
*被取得企業の公正価値(持分)が,用いられる場合もある｡
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･被取得企業の金額(非支配持分)
･被取得企業の公正価値(支配獲得日以前に取得企業が有していた持分)
(b)取得した識別可能諸資産から承継した諸負債を控除した,支配獲得
日の純額(公正価値)
IFRS3(R)のもとで貸方差額の測定数値は,被取得企業の金額(非支配持
分)を公正価値で測定する場合(パターン1)と非支配持分に帰属する被取得企
業の識別可能純資産(公正価値)の比例持分で測定する場合(パターン2)とで
異なる｡貸方差額は,パターン1の場合には数式5と数式6,パターン2の場
合には数式7と数式8のように測定され,利得として認識される｡ここで示し
たいずれの貸方差額(利得)も支配持分に帰属することとなる(pars, IE46-IE
49)｡
パターン1とパターン2ともに,企業結合が100%取得であった時には
IFRS3やIFRS3(良)における貸方差額の測定数値と異ならない｡企業結合が
100%未満取得であった時には,パターン1はIFRS3の測定数値と異ならな
いのにたいして,パターン2の測定数値は非支配持分に帰属する暖簾の測定数
値の分だけ低くなる｡つまり, IFRS3と測定数値が同じパターン1とIFRS3
とは測定数値が異なるパターン2とを比較してみると,数式9に示したよう
に,非支配持分に帰属する暖簾の測定数値の分だけ貸方差額(利得)の測定数
値が小さくなるのである｡
■パターン1 :非支配持分を公正価値で測定した場合
匪亘司　企業結合が100%取得であった場合
CEI-NAT- C-NAjl- C
匪童画　企業結合が100%未満取得であった場合
CE2 ≡ NAf- (C + vinci)
■パターン2:非支配持分に帰属する被取得企業の識別可能純資産(公正価
値)の比例持分で測定した場合
匪田　企業結合が100%取得であった場合
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CEl -NAf- C-NAjl- C
匪垂司　企業結合が1000/o未満取得であった場合
CEl -NAf- (C+NAPci) - (NAji+NAPci) - (C+NAPci) -NAji+
NAPci -C-NAPci -NAji -C
■数式6と数式8の差額
｢蕪_t亘
CEl-CE2-　uVAf- (C+NAPci)i　-　j NAf- (C+vinci)i - (NAl-C
-NAPci) - (NAf-C-Vjci) -NAf-C-NAPci -NAl+C+VfnCi -vpci -
NAPci - GnCi
2.審議資料(2007)における3つの代替案
以上,企業結合がバーゲンパーチェスであった場合に測定,認識される貸方
差額に焦点をあてて, IFRS3, IFRS3(R)ED,およびIFRS3(R)における会計
処理方法を確認してきた｡次に, 2005年のIFRS3(R)ED公表後, 2008年の
IFRS3(R)公表に至るまでに議論された会計処理について, 2007年3月21日
にロンドンにおいて行われた審議会の審議資料をもとに,確認していくことに
したい｡
当該審議資料では,企業結合がバーゲンパーチェスであった場合の会計処理
について, 3つの代替案が提示されている(pars. 2-6)｡
①代替案1
代替案1は,被取得企業の非支配持分を公正価値で測定し,暖簾またはバー
ゲンパーチェス利得を最終残余として認識する方法である｡具体的には,以下
の(a)と(b)を比較し, (a)が(b)を上回る場合にはその差額として暖簾
を認識し, (b)が(a)を上回る場合にはその差額として取得企業に帰属する
バーゲンパーチェス利得を認識する｡代替案1は(a)において企業結合の構
成要素が示されている点で, IFRS3(R)と類似している｡
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(a)支払対価に非支配持分の公正価値を加えた金額
(b)認識した識別可能純資産(公正価値)
代替案1のもとで,貸方差額は数式10と数式11のように測定され,利得と
して認識される｡数式10は数式5と同様であり,数式11は数式6と同様であ
る｡つまり,代替案1のもとで認識される貸方差額は, IFRS3(R)におけるパ
ターン1 (非支配持分を公正価値で測定した場合)と同様ということになる｡な
お,代替案1では,このように貸方差額(利得)が認識されるケースに加え
て,企業結合がバーゲンパーチェスであったとしても暖簾が認識されるケース
が明示されている(具体的には図表3の仕訳を参照)｡つまり,代替案1の方法に
よると,数式12で示したように,取得の対価が識別可能純資産(支配持分)の
公正価値を下回っているバーゲンパーチェスであったとしても,非支配持分に
帰属する暖簾の測定数値がその貸方差額(利得)の測定数値を上回っていたな
らば,その超過分の暖簾が認識されることになるわけである｡代替案1とほぼ
同様の測定方法が示されているIFRS3(R)において,このような場合に当該暖
簾が認識されるということは明示されていないが, IFRS3(R)における上記の
規定に照らし合わせると,パターン1が選択された場合には,当該暖簾が認識
される可能性があると考えられる｡
匪亘亘司　企業結合が1000/o取得であった場合
CEl-NAf- C-NAji- C
匪亘玉　企業結合が1000/o未満取得であった場合
CE2 - NAf- (C+ VJci)
匪童画　数式11の展開
CE2 -NAF- (C+VJci) ≡ (NAji +NAPci) - (C+vinci) -NAji +NAPci -
CIVfnCi - (NAji -C) + (NAPci -vfnCi) -cE1 -Gnci
･ CEl >Gnci　　-貸方差額(利得)の認識(CEl -Gnci)
･ cEl <Gnci　　-暖簾の認識(Gnci -cEl )
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②代替案2
代替案2は,被取得企業の非支配持分をその識別可能純資産(公正価値)の
比例持分で測定する方法であり,具体的には(a)認識した識別可能純資産
(支配持分)の公正価値が(b)支払対価を上回る場合に,その差額として支配
持分に帰属するバーゲンパーチェス利得を認識する｡
代替案2のもとで,貸方差額は数式13と数式14のように測定され,利得と
して認識される｡これらの測定方法はIFRS3で採用されていた方法と同様で
ある｡つまり, IFRS3(R)ED公表以後の議論においてもなお, IFRS3で採用
されていた従来の方法も議論されていたわけである｡ただし,代替案2では,
企業結合がバーゲンパーチェスでなかった場合(つまり,通常の企業結合の場
合)には,被取得企業の非支配持分をその識別可能純資産の比例持分で測定す
るのではなく,その公正価値で測定することが想定されていたようである｡つ
まり,当該審議が行われた時点では,企業結合がバーゲンパーチェスであった
場合とそうでない場合とで,非支配持分の測定方法を異にする方法も1つの案
として考えられていたのである｡
匪垂二田　企業結合が1000/o取得であった場合
CEl -NAl- C-NAjl- C
匪垂二頭　企業結合が1000/o未満取得であった場合
CEl - NAjl - C
(彰代替案3
代替案3は,被取得企業の非支配持分を公正価値で測定し,バーゲンパー
チェス利得の認識と同時に, (存在する場合には)非支配持分に帰属する暖簾も
認識する方法である｡当該暖簾は,非支配持分の公正価値がその識別可能純資
産(公正価値)の比例持分を上回る差額として測定,認識される｡そして,そ
れと同時に(a)認識した識別可能純資産(支配持分)の公正価値が(b)支払
対価を上回る差額として,支配持分に帰属するバーゲンパーチェス利得が認識
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される｡代替案3により認識されるバーゲンパーチェス利得の測定方法とその
測定数値だけみると, IFRS3で採用されていた従来からの方法と異ならな
い｡しかし,代替案3では非支配持分に帰属する暖簾の認識が示されており,
その点において当該案は従来の方法と大きく異なるものとなっている｡当該暖
簾は非支配持分に帰属する暖簾であるという点において,代替案1で認識され
る暖簾と同じ性格のものである｡しかし,代替案1の暖簾は,非支配持分に帰
属する暖簾の測定数値が貸方差額を超過した差額であるため,非支配持分に帰
属する暖簾が部分的にしか認識されないのにたいして,代替案3では,非支配
持分に帰属する暖簾すべてが認識されるため,それらの測定数値は異なってい
る｡
匪童画　企業結合が100%取得であった場合
CEl-NAj- C-NAj'- C
匪亘垂1企業結合が1000/o未満取得であった場合
CEl -NAj'- C　-利得として認識
Gnci - vinci - NAPci　-暖簾として認識
3. IFRS3からIFRS3(R)に至るまでの会計処理方法の類型化
ここで,企業結合がバーゲンパーチェスであった場合の100%未満取得時の
会計処理に焦点をあてて整理すると,図表1のとおりになる｡ IFRS3とIFRS
3(R)におけるパターンZは同じものである(類型1)｡ IFRS3(R)EDは暫定暖
簾が測定される点以外は類型1と同じものであり(類型1'),審議資料におけ
る代替案2は,企業結合がバーゲンパーチェスでなかった場合には非支配持分
の測定が比例持分ではなく公正価値測定に変更され,非支配持分に帰属する暖
簾が認識されることになるという点以外は,類型1と同じものである｡また,
審議資料における代替案1とIFRS3(R)におけるパターン1は同じものである
(類型2)｡一方で,非支配持分に帰属する暖簾全額の認識が示されている代替
案3と同じものはない(類型3)｡
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図表1
企業結合がバーゲンパーチェスであった場合の100%未満取得時の会計処理の比較整理
非支配持分の謝定 ﾙ_ｸﾛxｧｨ,ﾉｩ¥Hﾉ暖簾(弗支配持分)の認親★      
tFRS3(類型1) 剩范瘤摯ｪ Vﾂrr認識しない   
lFRS3(求)ED(類型1') 剩范瘤摯ｪ T｢認識しないが,暫定的に全部暖 簾が測定されるo   
審議資料 9h靴公正価値 Rﾃ舸｢x,ﾈｨﾘrcEl<Gnciの場合-その差額         
(類型2) その差額がCE2 ｩDh+8.ｨ.)Eﾉｸ*ｨ*.ｲ        
代替策2 (類型ユ‥) 儂I~鰮Zｨｨｨ｢CEl 僖h+X,"        
代替案3 (類型3) 佰i8廂&ﾂCEL 儖迚Gｨ鰮Zｨ,ﾉ&yｨ/Dh+x.       
肝RS3(R) 5ｸ93公正価値 Rﾃ舸ﾂ｢RCEl<Gncfの場合-その差額          
(類型2) その差額がCE2 ｩDh+8.ｨ.)Eﾉｸ*ｨ*.薬       
パターン之 (類型1) 儂I~鰮Z｢CEl 僖h+X,"     
★企業結合がバーゲンパーチェスであった場合,暖簾(支配持分)は認識されない｡
''CE,は, 100%取得時に測定,認識される貸方差額(利得)と同額であるo
★☆★代替案2では,バーゲンパーチェスではない通常の企業結合である場合には,非支配持分の測
定が比例持分ではなく公正価値に変更される｡
Ⅱ　各類型の具体的会計処理方法とその問題点
1.各類型の具体的会計処理方法一設例
本節では,図表1において整理した,企業結合がバーゲンパーチェスであっ
た場合の100%未満取得時の会計処理について,具体的設例を用いて確認す
る7｡
設例
(∋2010年1月1日, A社はB社の80%を取得した｡
②B社の識別可能純資産の公正価値NAFは, $200であった｡
③非支配持分(200/0分)の公正価値VfnCZは$45であった｡
④企業全体の公正価値Vlは$225であった｡
(9支払対価Cは現金であり,以下の3パターンがある｡
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(CaseA) $152
(CaseB) $159
(CaseC) $160
単位　S
支払対価C
(A) 1521rL訂~
l
l
1
(B) 159-1 1
1
I
(C) 160｣ゼロ
LT
I l l l l l l l t I I I I v65Gncz-    
160NAit 鼎f    
差額CEI
80%　　　　　　　　　20%
(支配持分)　　　(非支配持分)
設例にもとづき,支払対価Cのパターン別の仕訳を示したものが図表3で
ある｡
類型1では,各パターンにおける支払対価Cと識別可能純資産(支配持分)
NAfi $160の差額CElがそのまま,バーゲンパーチェス利得となる｡類型1
において,暖簾は認識されない｡ただし,類型1' (IFRS3(R)ED)では,認識
こそされないものの暫定的に全部暖簾が測定される｡
類型2 (代替案1とIFRS3(R)のパターン1)では,支払対価CとNAjiとの差
額α上がそのままバーゲンパーチェス利得となるわけではない｡類型2で
は,支払対価CとNAPとの差額CElが非支配持分に帰属する暖簾Gnci $5を
上回る測定数値(-cEl -Gnci)が,バーゲンパーチェス利得となる｡たとえ
ばCaseAであれば,バーゲンパーチェス利得は$3 (=CE, $8-Gnci $5)と
なる｡一方で, Gnci$5がCELを上回る場合には,その超過額(-Gnci-
cEl)が暖簾として認識されるo　たとえばCaseBであれば,暖簾は$4 (≡
Gnci $5-CEl $1), CaseCの場合であれば$5 (-Gnci $5-CElゼロ)となる｡
類型3 (代替案3)では, CElがそのままバーゲンパーチェス利得として認識
されるのと同時に, Gnci $5が暖簾として認識される｡
図表3　各類型の具体的会計処理方法
鍵麹菌_嚢轟舜醸蛮簿垂療 ﾈｶxﾗG靫駮x鋹ﾉ|8(､ｽR粐碗轟..締湧細黍車二重癖          
≡1(借)識別可能純資産200 宙墲俾ｨEﾈ蜩#(借)識別可能純資産200        
(貸)非支配持分40 忠ﾒ儖迚Gｨ鰮Z｣C(貸)非支配持分40     
(質)支払対価152 忠ﾒ倡瓜Y陋S(質)支払対価160     
(貸)バーゲンパーチェス利得8 忠ﾒｸ5987ｸ64h5謁          
≒~-纏盤.車券き ????墲俾?ｨ?Eﾈ??蜩#??借)識別可能純資産200 宙墲俾?ｨ?Eﾈ??蜩#??
妻(借)暖簾0 宙墲y｣(借)暖簾0     
(貸)非支配持分40 忠ﾒ儖迚Gｨ鰮Z｣C(貸)非支配持分40     
(質)支払対価152 宙倡瓜Y陋S(貸)支払対価160     
(貸)バーゲンパーチェス利得8 宙ｸ5987ｸ64h5謁          
工■疲■■こ 剞R査~恵 妻(借)識別可能純資産200 宙墲俾ｨEﾈ蜩#(借)識別可能純資産200         (質)非支配持分45 宙墲y｣B(借)暖簾5    
仁.翠 (貸)支払対価152 忠ﾒ儖迚Gｨ鰮Z｣CR(貸)非支配持分45      
(貸)バーゲンパーチェス利得3 忠ﾒ倡瓜Y陋S(貸)支払対価160     
壌 俛r(ﾎﾂ≡(借)識別可能純資産200 宙墲俾ｨEﾈ蜩#(借)識別可能純資産200          (貸)非支配持分4  忠ﾒ儖迚Gｨ鰮Z｣C(借)唆廉5     
㌻:_纏攣最:を 劔(質)支払対価152 宙倡瓜Y陋S(貸)非支配持分45     
(貸)バーゲンパーチェス利得8 忠ﾒｸ5987ｸ64h5謁(質)支払対価160           
≡騰勢 巨轡 剋ｺ_=~.三顧 一一.葛 僞ﾈ"i(借)識別可能純資産200 宙墲俾ｨEﾈ蜩#(借)識別可能純資産200          
:≡(借)暖簾5 宙墲y｣R(借)暖簾5    
(貸)非支配持分45 宙儖迚Gｨ鰮Z｣CR(貸)非支配持分45    
(質)支払対価152 忠ﾒ倡瓜Y陋S(質)支払対価160     
(貸)バーゲンパーチェス利得8 宙ｸ5987ｸ64h5謁          
≡蜘醜那轍≦ ?ｹ?阨g?2粳Uﾒ?パ ??墲俾?ｨ?Eﾈ??蜩#??借)識別可能純資産200 宙墲俾?ｨ?Eﾈ??蜩#??
(貸)非支配持分45 宙墲y｣B(借)暖簾5    
(貸)支払対価152 宙儖迚Gｨ鰮Z｣CR(質)非支配持分45    
(質)バーゲンパーチェス利得3 壱迚ZY陋S(貸)支払対価160       
潅夢 LiP 刪鼈鼈鼬v讃 兩≡(借)識別可能純資産200 宙墲俾ｨEﾈ蜩#(借)識別可能純資産200        (貸)非支配持分40 忠ﾒ儖迚Gｨ鰮Z｣C(質)非支配持分40     
(貸)支払対価152 忠ﾒ倡瓜Y陋S(貸)支払対価160     
(貸)バーゲンパーチェス利得8 忠ﾒｸ5987ｸ64h5謁          
*暖簾はすべて,非支配持分に帰属する｡
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2.各類型にみられる問題点
以上,企業結合がバーゲンパーチェスであった場合の会計処理方法について
比較整理することにより,それら会計処理が3つの基本的類型に分類されるこ
とを示した｡以下では,それらの3類型にみられる問題点について,とくに
バーゲンパーチェス利得と暖簾の認識の観点から検討する8｡
(1)バーゲンパーチェス利得
類型1と類型3は,類型2と比較すると,支配持分に帰属するバーゲンパー
チェス利得をより忠実に表現している方法といえる｡たとえば審議資料
(2007)では,類型2 (代替案1)の方法によると,支配持分に帰属する利得の一
部を非支配持分で認識してしまうため,支配持分に帰属するバーゲンパーチェ
ス利得をその分だけ低く表現してしまうことが指摘されている(par.13)｡すな
わち,たとえばCaseAの場合,取得企業が達成したバーゲンパーチェスをよ
り適切に反映しているのはCEl $8であるが,類型2 (代替案1)では,非支配
持分に帰属する暖簾Gnci $5を控除したそれよりも低い測定数値$3 (-CEl
$8-Gnci $5)が認識されることになるのである｡
一方,類型3 (代替案3)は,非支配持分に帰属する暖簾Gnci $5を個別に認
識することが提示されており,バーゲンパーチェス利得はCEl $8として認識
されるため,その点において類型2 (代替案1)にみられる欠点を補う方法とい
える(IASB2007,par.18)｡この類型3 (代替案3)において,認識される暖簾
(非支配持分帰属)の相手勘定は非支配持分とされるが,その議論の過程におい
て,相手勘定を非支配持分ではなく利得とすべきという意見もあったようであ
る(IASB2007, par. 20)｡バーゲンパーチェス利得は安く購入したという経済的
事実を表すものであるため,あくまでも購入したという取引事実を表す支払対
価との差額として測定されるべきものであると考えられる｡支配持分について
はそのような対価の支払いが行われている一方で非支配持分については射価の
支払いが行われておらず,その非支配持分に帰属する暖簾についての利得を認
識することについては疑問が残る｡
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なお, CaseAの場合,非支配持分に帰属する暖簾の測定数値を控除した測
定数値$3 (-CEl $8-G乃Ct $5)と比較すると,取得企業が達成したバーゲン
パーチェスをより適切に反映しているのはCEl $8であると考えられるが,審
議の過程で,支配持分の暖簾Ga- $20を考慮に入れていないという点におい
て, CEl $8が真の経済的利得を反映していないという意見もあったようであ
る(IASB2007,par.13)｡取得企業が実際に対価を支払うことにより企業全体
(支配持分) Vjiを購入したという事実に鑑みると,取得企業が被取得企業(支
配持分)を安く購入したという事実を表すバーゲンパーチェス利得を, (支配
持分に帰属する暖簾をも含めた) vjiと支払対価Cとの差額で測定･認識する
方法,すなわちCEl $8に支配持分の暖簾Gci $20の測定数億をも含めた測
定数値$28 (CE, $8+Gci $20)をバーゲンパーチェス利得とする方法は, 1つ
の案として考えられうる｡
(2)暖簾の認識
類型1では,非支配持分が比例持分で測定されるため,非支配持分に帰属す
る暖簾は認識されない｡ただし,類型1''(代替案2)を採用した場合,企業結
合がバーゲンパーチェスではない場合には非支配持分の測定が比例持分ではな
く公正価値測定に変更され,暖簾(非支配持分)が認識されることになるた
め,企業結合がバーゲンパーチェスではなくなった時点で暖簾が突然現れるこ
とになる(反対に,企業結合がバーゲンパーチェスとなった時点で暖簾が突然消える
ことになる) (mSB2007,par. 16)9｡たとえば図表3における代替案2の仕訳を確
認すると, CaseB (支払対価$159)とCaseC (支払対価$160)では,支払対価
が$1しか異ならないにもかかわらず, CaseBではバーゲンパーチェス利得
$1が認識され暖簾の認識はゼロであるのにたいして, CaseCではバーゲン
パーチェス利得は認識されず暖簾$5が突然認識されることとなる.
類型2 (代替案1とIFRS3(R)のパターン1)では,バーゲンパーチェス時にお
いて非支配持分に帰属する暖簾が認識されることがあるが,非支配持分の暖簾
すべてGnci $5が認識されるわけではない10｡そのため,認識された暖簾の測
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定数値は非支配持分の暖簾の実態を的確に表したものとはいえない｡一方,類
型3 (代替案3)では,非支配持分の暖簾すべてが認識されるため,そのような
問題は生じない｡しかし,類型3にも問題がないわけではない｡当該方法によ
ると,支配持分の暖簾Gci $20が認識されないにもかかわらず,非支配持分
の暖簾Gnci $5が認識されてしまう(IASB2007,par. 19)｡通常の企業結合にお
いて頻繁に議論の対象とされるのは,買入暖簾方式を採用した場合に支配持分
帰属の暖簾Gci $20が認識される一方で,非支配持分帰属の暖簾Gnci $5が認
識されないという点であるが,類型3では丁度その反対の問題が生じるわけで
ある｡買入暖簾方式について,支配持分と非支配持分に帰属する暖簾の処理が
異なる理由の1つとして,支払対価の有無があげられることがある｡しかし,
企業結合がバーゲンパーチェスであった場合,いずれの暖簾についても対価の
支払いがあるとはいえず,支配持分の暖簾が認識されない一方で非支配持分の
暖簾のみが認識されるという不整合な会計処理の説明がつかない｡このような
不整合を解消するためには,支配持分の暖簾の会計処理にあわせて非支配持分
の暖簾も認識しないという方法も考えられる｡しかしこれら暖簾は,バーゲン
パーチェスであるか否かにかかわらず企業結合によって企業が支配を有するこ
とになったものであるoそのためむしろ,たとえばバーゲンパーチェスであっ
たとしても,支配持分と非支配持分の両方の暖簾を認識する方が,説明がつき
やすいように思われる11｡
Ⅳ　おわりに-IFRS3(R)にみられる問題点
以上,本稿では, 100%未満取得の企業結合がバーゲンパーチェスであった
場合に生じる貸方差額と暖簾について, IFRS3, IFRS3を改訂するための公開
草案であるIFRS3(R)ED, IFRS3(R)ED公表後の審議資料(2007),および
IFRS3(R)をとりあげることにより, IFRS3からIFRS3(R)に至るまでの議論
の変遷を辿り,当該貸方差額と暖簾に係る会計処理方法に3つの基本類型があ
ることを明らかにし,それらの問題点を検討してきた｡本章では最後
に, 100%未満取得の企業結合がバーゲンパーチェスであった場合に生じる貸
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方差額と暖簾について, IFRS3(R)にみられる問題点を示しておくことにした
い｡その問題点は, IFRS3からIFRS3(R)に至るまでの変遷を辿ることで,一
層明確になる｡
①企業結合に係る構成要素の分解
IFRS3からIFRS3(R)に至るまでの変遷を辿ると,暖簾や貸方差額(負の暖
簾やバーゲンパーチェス利得)の測定を行う際に識別可能純資産との比較に用い
られる要素は, ｢支払対価一企業全体の公正価値一企業結合の構成要素(支払
対価や非支配持分など)｣というように変化してきていることが分かる｡ IFRS3
(R)では,企業結合に係る構成要素(支払対価や非支配持分など)を分解して測
定するという方法が採用されている｡
当該方法は,審議資料(2007)における代替案1にもみられる方法である
が,審議資料(2007)ではとくに,代替案1が,シンプルで実施しやすい方法
であること,企業結合に係るできるだけ多くの構成要素を公正価値で認識し,
それにより測定された差額を最終残余として処理するという目的と整合的であ
ることが説明されている(par.ll)｡
また, IFRS3(R)では, IFRS3(R)EDで提示されていた方法によると暖簾も
非支配持分も残余として認識されるため, 2つの残余が存在することになって
しまうこと, 2つの暖簾のうち実質的に非支配持分が最終残余となってしまう
ことが説明されている(pars.BC205-206)｡そして,残余が2つあることは望
ましくないという認識のもとに残余を1つにする方向で議論が行われたこと,
暖簾は直接的に測定できず残余としてしか測定できないものであるのにたいし
て非支配持分は直接的に測定できるものであるため,非支配持分を個別に測定
される企業結合に係る構成要素の1つとして特定し,暖簾を唯一の残余とした
ことが説明されている(par. BC207)｡
IFRS3(R)のように企業結合の構成要素を用いる方法は,支配持分に係る支
配プレミアムや非支配持分に係る少数株主ディスカウントが存在する可能性が
あることを考えると, IFRS3(R)EDで提示されていた企業全体の公正価値の
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みを用いる方法と比較するとより改善された方法であるように思われる｡しか
し,本稿の類型2 (代替案1･IFRS3(R)のパターン1)において確認したように,
当該方法によると,支配持分に帰属する利得の一部が非支配持分で認識されて
しまうため,支配持分に帰属するバーゲンパーチェス利得がその分だけ低く
なってしまう｡さらに,非支配持分に帰属する暖簾が部分的にのみ認識される
こともある｡そのため,この方法により認識される利得の測定数値も暖簾の測
定数値も,その実態が歪められたものとなってしまう｡このような問題は,企
業結合の各構成要素すべてをそのまま合計し,その合計値と識別可能純資産と
を比較し,その差額を測定することから生じる｡その点において, IFRS3(R)
で提示されているような企業結合の構成要素を用いる方法は,不備があるよう
に思われる｡このような不備を補うためには,各構成要素すべてを合計するこ
とにより1つの差額を測定するのではなく,たとえば数式17に示したよう
に,支配持分と非支配持分とを分けてその測定を行い,バーゲンパーチェス利
得や暖簾を個別に測定,認識していく方法が考えられる12｡
.r_Ft-1㌧~_I -T
■支配持分
Vji - NAji - Gci
NAjl - C- CEl
{非支配持分
Vinci - NAPci - Gnci
②バーゲンパーチェスに係る定義の変化
IFRS3(R)では,バーゲンパーチェスの定義が従来のものと異なっている｡
従来,バーゲンパーチェスといった場合,被取得企業の識別可能純資産(取得
した持分)の公正価値が支払対価を上回る場合を意味していた｡たとえばIFRS
3(R)においても, IFRS3(R)EDでバーゲンパーチェスをそのように定義して
いたことが明示されている(par･ BC376)｡一方, IFRS3(良)では,以下の(b)
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が(a)を超える企業結合をバーゲンパーチェスであるとしている(par.34)｡
(a)取得企業による支払対価の公正価値+被取得企業の金額(非支配持分)
十被取得企業の公正価値(支配獲得日以前に取得企業が有していた持分)
(b)取得した識別可能諸資産から承継した諸負債を控除した,支配獲得
日の純額(公正価値)
IFRS3(良)で示されているバーゲンパーチェスの範囲は,非支配持分を比例
持分で測定する場合(パターン2)には従来のバーゲンパーチェスと実質的に
は異ならないが,非支配持分を公正価値で測定する場合(パターン1)には,
従来のバーゲンパーチェスの範囲よりも狭いものとなる可能性がある｡たとえ
ば,従来のバーゲンパーチェスの定義で,またはIFRS3(R)の定義のもとでの
パターン2では, CElが生じている場合には必ずバーゲンパーチェスとされる
のにたいして, IFRS3(R)の定義のもとでのパターン1では, CElがGnciを上
回らない限りバーゲンパーチェスとされない｡そのため, IFRS3(R)のもと
で,非支配持分帰属の暖簾が存在している状態で,非支配持分を公正価値で測
定した場合,その暖簾の測定数値の分だけバーゲンパーチェスのトリガーとな
る支払対価の金額が従来よりも引き下げられ,バーゲンパーチェスとされる
ケースが従来と比較すると少なくなるのである｡
たとえば,図表4において,図表3で確認したIFRS3(R)のパターン1 (罪
支配持分を公正価値で測定する場合)とパターン2 (非支配持分を比例持分で測定す
る場合)を比較してみると,従来の定義やパターン2においてバーゲンパー
チェスとされるケースは(b) (d)の両方であるのにたいして,パターン1に
おいてバーゲンパーチェスとされるケースは(a)のみであり, (C)は通常の
企業結合と解釈されるので,パターン1では,バーゲンパーチェスとされる
ケースが少なくなるのが分かる｡
本稿では,類型2 (代替案1･IFRS3(R)のパターン1)においてバーゲンパー
チェスであっても部分的に暖簾の生じる可能性があることを示したが,これは
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図表4　バーゲンパーチェスの範囲
･■丑勲寮 ≡棄 宙墲俾ｨEﾈ蜩#(借)識別可能純資産200         
(質)非支配持分45 宙墲y｣B   
(貸)支払対価152 宙儖迚Gｨ鰮Z｣CR   
(質)バーゲンパーチェス利得3 宙倡瓜Y陋S    
≡~.;.蛾.:.i=_'=_■_■  中(C)    
牽 紅 ヰ 宙墲俾ｨEﾈ蜩#(借)識別可能純資産200        (貸)非支配持分40 忠ﾒ儖迚Gｨ鰮Z｣C    
(質)支払対価152 宙倡瓜Y陋S    
(貸)バーゲンパーチェス利得8 宙ｸ5987ｸ64h5謁          
(bj 中B 
･従来の定義において,またはIFRS3(R)の定義のもとでのパターン2においてバーゲンパーチェ
スとされるケース- (b) (d)
･ IFRS3(R)の定義のもとでのパターン1においてバーゲンパーチェスとされるケース- (a)
あくまでも従来のバーゲンパーチェスの定義に従った場合であり, IFRS3(R)
におけるバーゲンパーチェスの定義に従うと,バーゲンパーチェスの状況で暖
簾は認識されないということになる｡ただし,そもそもバーゲンパーチェスと
いう用語は,安く購入したという意味を表すものであり,取得企業が実際に
(安く)購入したのは支配持分であるということを考えると,従来の定義に従
い,その購入した支配持分のみでバーゲンパーチェスかどうかを判断すべきで
あるように思われる｡
注
1 (正の)暖簾に関する会計処理方法について,代表的な論点をとりあつかった論
文としては,梅原(2009),海老原(2005),川本(2004),黒川(2004),西海
(2008)や向(2008)などがある｡
2　ただし,当該企業結合以前から取得企業が被取得企業に係る持分を有していたよ
うな場合(つまり段階取得の場合),厳密には取得企業の持分(支配持分)ではな
く,当該企業結合により取得した持分ということになる｡本稿では,取得企業がそ
の企業結合以前に,被取得企業に係る持分を有していないものとして議論を進め
る｡
3　本稿で暖簾という用語を用いる場合,それは負の暖簾ではなく正の暖簾のことを
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示している｡
4　この点については,山内(2010)第13章を参照｡
5　なお, CElの測定には用いられないが,以下も同時に測定することが示されてい
る｡ Gnci =Gx非支配持分の比率
6　この公正価値というのは, (株主価値としての)企業全体の公正価値のことを意
味している｡
7　2007年の審議資料(par. 8Example)を参考に修正･作成｡
8　その他論点としては,非支配持分を比例持分で測定するのか公正価値で測定する
のかという測定問題もあげられる｡非支配持分の測定に関する論点をとりあつかっ
た論文としては,上田(2007)があげられる｡
IFRS3(R)のもとでは,非支配持分の測定について,比例持分と公正価値とのい
ずれかが選択される｡ IFRS3(R)では,このような選択適用が財務諸表の比較可能
性を低下させるということは認識されているものの,いずれの方法も基準公表のた
めにじゅうぶんな数の審議会メンバーの支持を得ることができなかったため,選択
適用にされたという経緯が説明されている(par.BC210)｡このような議論の過程
について論じた論文としては小形(2008)があげられる｡
なお, 2007年の時点では,審議会はあくまでも公正価値測定にこだわっていたよ
うである｡審議資料(2007)では,代替案1と代替案3が非支配持分を公正価値測
定するという原則と整合的である一方で,代替案2は非支配持分の公正価値測定の
例外となることが指摘されていた(pars. 10, 14, and18)｡そして,審議会は,公正
価値が最も臼的適合的な非支配持分の測定であると決定したこと,バーゲンパー
チェス時であったとしても,それを妥協したくはないということが説明されていた
(par. 10)｡当該論点は,さまざまな複雑な問題が絡み合っているため,改めて別稿
にて論じることにしたい｡
9　この点について,審議資料(2007)では'jump'ingoodwi11という表現が用いられ
ている(par, 16)0
10　暖簾の認識については,審議の途中において,バーゲンパーチェス時に暖簾を認
識しないというIFRS3(R)EDにおける提案と不整合であるという批判もあったよ
うである(pars. 12and20)｡
11なお,審議資料(2007)では,類型3 (代替案3)について,非支配持分に帰属
する暖簾と支配持分に帰属するバーゲンパーチェス利得が同時に認識されてしまう
点への懸念もあげられていた(par. 19)｡その懸念は,バーゲンパーチェスの企業
結合において暖簾を認識しないというIFRS3(R)EDで提示されていた原則と矛盾
することから生じたものであったようである｡しかし, IFRS3(R)EDでも認められ
ていたように,暖簾が存在している状態でバーゲンパーチェスの企業結合が行われ
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ることはありえることであり,そのような場合には,被取得企業の暖簾を支配する
ことになったという事実と･被取得企業を安く購入したという事実とを分けて処理
する方法はじゅうぶんに考えられうる｡
12なお,通常の企業結合の場合には･以下のような測定方法が考えられうる｡
■支配持分
C I NA;1- Gcl
上記Gci L=Gま支配プレミアムが含まれる耶巨性があるため,それを分離するために
以下のように測定する方法も考えられうる｡
C- VfC'-p
ただし, Pは支配プレミアムである.
VfCl- NAjz- Get
■非支配持分
VfnCL NAfnC'- Gnci
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